



















































Some Comparative Legal Observations on the new Basic Plan for Immigration 







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































g o . j p / i n t e r n e t / i t d b _ h o u s e i . n s f / h t m l /
housei/16220050622066.htm（2019年10月15日検索））；
前掲法務省ホームページ「第４次出入国管理計画」）。
23　前掲法務省ホームページ「第４次出入国管理基本計
画の概要」参照。
24　具体的には、以下の施策が挙げられている。（1）は、
経済成長に寄与するなど社会のニーズにこたえる人材
の受入れである。例えば、ポイント制を活用した優遇
制度の導入、歯科医師・看護師等の有資格者に対する
就労年限制限の見直し、我が国の大学等を卒業し、介
護福祉士等の国家資格を取得した者の受入れの可否の
検討等が挙げられている。（2）は日系人の受入れ、（3）
は国際交流の一層の推進、（4）は留学生の適正な受入れ
の推進である。（4）につき、「留学生30万人計画」の達
成に向けた対応とともに、我が国企業への就職希望学
生の在留資格変更手続の円滑化を推進するとする。（5）
は、研修・技能実習制度の適正化への取組である。労
働基準監督署等との連携を密にして技能実習生の保護
を徹底すること、送出し機関の適正化に向けた審査や
送出し国への働きかけを強化すること等が述べられて
いる。（6）は、外国人の受入れについての国民的議論の
活発化であり、人口減少化時代における外国人の受入
れに関して積極的に検討することが示されている。
25　（1）は、厳格な出入国審査等の水際対策の推進である。
個人識別情報を活用した上陸審査等が挙げられている。
（2）は、国内に不法滞在・偽装滞在する者への対策の推
進である。不法滞在者の稼働先の分散化等に対応した
積極的な摘発等の実施等が挙げられている。（3）は、被
収容者処遇の一層の適正化に向けた取組である。入国
者収容等視察委員会の活動等を通じた処遇の透明化・
適正化が挙げられている。（4）は、在留特別許可の適正
な運用である。在留特別許可の透明性の向上に向けた
取組の推進等が挙げられている。
26　（1）は、情報を活用した適正な在留管理の実現である。
（2）は、外国人との共生社会の実現に向けた取組である。
27　（1）は、適正かつ迅速な難民認定のための取組である。
「難民等の法的地位の早期安定化及び難民認定制度の公
平性・中立性の確保」が挙げられている。（2）は、第三
国定住による難民の受入れである。パイロットケース
の実施とともに今後の在り方を検討するとされている。
28　前掲法務省ホームページ「第５次出入国管理基本計
画」、「第５次出入国管理基本計画の概要」参照。
29　同計画、３頁。
30　同計画、16頁以下。
31　①につき、高齢化の急速化と介護に対する要請に触
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れている。ただし、インドネシア、フィリピン及びベ
トナムとの経済連携協定（EPA）に基づき、外国人介
護福祉士候補者等を受入れてきたものの、これは経済
連携強化の観点からの特例措置であって介護分野の労
働力不足への対応措置ではないとしている。なお、
2014年６月に閣議決定された「『日本再興戦略』改訂
2014」においても、介護分野における外国人の受入れ
が盛り込まれた。②につき、2014年６月成立の「平成
26年度改正入管法」において新たな在留資格「高度専
門職」が創設され、翌年４月から施行されている。③
につき、2014年４月の「建設分野における外国人材の
活用に係る緊急措置を検討する閣僚会議」において、
東日本大震災の復興および東京オリンピック・パラリ
ンピック大会関連の建設需要に対応すべく、緊急かつ
時限的措置として建設分野での即戦力となりうる外国
人の受入実施が決定した。
32　現行法上、団体監理型の技能実習生の受入人数枠は、
常勤職員数50人以下の実習実施機関は一律３人まで、
51人以上100人以下の実習機関は６人までとされていた。
技能実習制度は、研修制度の定着を踏まえて2003年に
導入された。当初17種であった対象業種は、2015年に
は71種にまで拡大してきている（同計画、23頁）。
33　その結果、2013年には2003年以来の政府目標であっ
た訪日外国人旅行者数1,000万人を初めて突破した（同
計画、25頁）。
34　①について、2007年11月より入国管理局は個人識別
情報（指紋及び顔写真）を活用した上陸審査を実施し
ている。これにより、2014年12月末までに5,219人の上
陸を阻止することができたと述べられている。②につ
いて、2014年改正入管法により、航空会社等に乗客予
約記録（PNR）の報告が求められる旨の規定が設けられ、
より多くの情報を当該旅客の入国前に入手できるよう
になったと記されている。
35　②について、2012年７月に導入された新たな在留管
理制度により、中長期在留者は居住地や所属機関等に
ついて届け出ることが義務付けられ、入国審査官や入
国警備官等はこれに関して事実の調査が実施できるこ
ととなっている。④について、「被収容者の処遇に関し
ては、従来から人権を尊重し、環境の整備に努めてきた」
と述べられている。2010年７月には、法務関係者、医
療関係者等外部の委員によって構成される入国者収容
所等視察委員会が設置され、非収容者の適切な環境整
備につなげているとされる。
36　また、国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）等と
の連携による研修の充実・強化により、難民調査官の
調査技術の向上等の専門的人材の育成を行っていくと
する（同計画、32頁）。

